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2021年 11月 5日 

各   位 

住 所 東京都千代田区麹町五丁目 1 番地 1  

会 社 名 芙 蓉 総 合 リ ー ス 株 式 会 社 

代表者の 

役職氏名 
代 表取締 役社長   辻田  泰徳 

 （コード番号：8424 東証第１部） 

問合せ先 ｺｰﾎﾟﾚｰﾄｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ室長 木村 真弓 

電話番号 0 3 － 5 2 7 5 － 8 8 9 1 

 
 

連結子会社である日本信用リース株式会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に 

関するお知らせ 
 
 

当社は、2021年 11月５日開催の取締役会において、当社100％出資の連結子会社である株式会社

日本信用リース（以下「ＮＣＬ」）を、2022年１月１日を効力発生日として、吸収合併（以下「本

合併」）することについて決議いたしましたのでお知らせいたします。 

なお、本合併は、当社が 100％出資している連結子会社を対象とする簡易吸収合併であるため、開示

事項・内容を一部省略しております。 

 

記 

１．合併の目的 

  ＮＣＬは 1999 年 12 月に当社及び株式会社ニチイ学館の合弁会社として設立されました。主に車

椅子や電動ベッドなどの介護機器のリース・割賦販売事業を行っており、2021年4月に当社100%出

資の連結子会社となりましたが、今般、経営資源の有効活用、事業運営の効率化を目的に、ＮＣＬを

吸収合併することといたしました。 

 

２．本合併の要旨 

（１）合併の日程 

取 締 役 会 決 議 日 2021年 11月 5日 

契 約 締 結 日 2021年 11月 5日 

合併期日（効力発生日） 2022年 1月 1日 （予定） 

（注）本合併は、当社においては、会社法第 796 条第 2 項に基づく簡易合併、ＮＣＬにおいては、会社法第 784 条

第 1 項に基づく略式合併に該当するため、それぞれの合併契約に関する株主総会の承認を得ることなく行うもので

す。 

 

（２）合併の方式 

  当社を存続会社とする吸収合併方式で、ＮＣＬは解散いたします。 

 

（３）合併に係る割当ての内容 

当社の 100％出資子会社との合併であり、株その他の金銭等の割当交付は行いません。 

 

（４）消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

   該当事項はございません。 
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３．合併当事者の概要（2021年９月 30日現在) 

（１） 名 称 
芙蓉総合リース株式会社 

(存続会社) 

株式会社日本信用リース 

(消滅会社) 

（２） 所 在 地 
東京都千代田区 

麹町五丁目１番地１ 

東京都千代田区 

麹町五丁目１番地１ 

（３） 
代 表 者 の 

役 職 ・ 氏 名 
代表取締役社長 辻田 泰徳 代表取締役社長 大坪 秀行  

（４） 事 業 内 容 総合リース業 
介護福祉用具、医療機器、情報機器

のリース・割賦販売 

（５） 資 本 金 10,532百万円 100百万円 

（６） 設 立 年 月 1969年５月 1999年12月 

（７） 
発 行 済 

株 式 数 
30,287,810株 2,000株 

（８） 決 算 期 ３月 31日 ３月 31日 

（９） 
大 株 主 及 び 

持 ち 株 比 率 

ヒューリック株式会社      14.02％ 

明治安田生命保険相互会社  8.94％ 

みずほ信託銀行株式会社 退職給付

信託 丸紅口 再信託受託者 株式会

社日本カストディ銀行      5.03％ 

（2021年３月31日現在） 

芙蓉総合リース株式会社  100％ 

（10） 財政状態及び経営成績 2021年３月期 (連結) 2021年３月期 (単体) 

 純 資 産 344,796百万円 1,420百万円 

 総 資 産 2,979,285百万円 12,360百万円 

 
１ 株 当 た り 

純 資 産 
10,153円22銭 710,360円 

 売 上 高 740,263百万円 7,337百万円 

 営 業 利 益 44,555百万円 117百万円 

 経 常 利 益 47,996百万円 117百万円 

 
（親会社株主に帰属する）

当 期 純 利 益 
29,566百万円 74百万円 

 
１ 株 当 た り 

当 期 純 利 益 
986円 18銭 37,034円 

 

 

４．合併後の状況 

存続会社である当社の名称、事業内容、本店所在地、代表者の役職・氏名、資本金、及び決算期に

変更はありません。 

 

 

５．今後の見通し 

本合併は100%子会社との合併であり、当社の連結業績に与える影響は軽微であります。 

また、2021年５月10日に公表した2022年３月期連結業績予想に修正はありません。 

 

 

以上 


